
                                                                 

名古屋市昭和区の市公会堂をメイン会場にして開催された集会は、午前10時に開会、中田實実行委員長（まちづくり交流フォーラム代表）からの主催挨拶や今田忠阪神淡路コミュニティ基金代表からの特別報告「市民がつくる復興計画。阪神淡路大震災の教訓」が行われた後、参加者のプロフィール紹介やパネル展示、名刺交換等が行われた。午後からは、「災害と市民活動」「協働型まちづくりの主体とシステム」「水と緑。里山をいかす」「よみがえれ農山村。農山村と都市の共生ネットワーク」「中心市街地の活性化を考える」「人にやさしいまちづくり」「多文化共生のまち」「こどもたちとまちづくり」「歴史や文化を生かしたまちづくり」「地域メディアでまちをつなごう」等10の分科会に分かれてパネル討論やワークショップ、グループ討論などがスライドやビデオも駆使されて行われた。

報告書、データーベース、ホームページの準備も。来年は岐阜で。

分科会終了後はメイン会場に戻って交流会が開催されたが、来年度の開催が岐阜に決定していることが報告された。

実行委員会では現在、来年へのステップとなるように報告書をまとめたり、討論内容や参加団体情報のデーターベース化やホームページの開設を準備している。また、岐阜開催のための情報交換も始まっている。（12月21日に総括反省会と今後の活動に関する意見のすりあわせが行われる）

ど真ん中で何かが。

　今年の研究集会のテーマ、「出合い」にふさわしい企画をということで考えられた「プロフィール紹介」に登場したパネラー、事例発表者、実行委員の方々は約100名。その顔ぶれは全く多士済済、営利セクターの方あり、行政セクターの方、首長、研究者やシンクタンクの方あり、そして勿論市民セクターありで本当に多様。学生・若者も100名近い。参加者の集計でも600名の内訳はそれにふさわしいもので、これを見るだけで、日本の社会も「何かが変わりつつある」という実感を持たせてくれます。三重、滋賀、福井の三県で、昨年から「市民活動フォーラム」が開催されているが、今年は800名が参加したという。日本のど真ん中で何かが起きるかも知れない期待を抱かせてくれます。

ＮＰＯ法施行記念シンポジウム------


ＮＰＯへの期待。

法人格は取るべきか。

とき：12月20日（日）　　13：30～17：00

所：名古屋通信ビル　　名古屋市中区千代田2-15-18　Tel052-263-5220

　　　　　名古屋駅からＪＲ中央線で「鶴舞」駅へ5分。そこから徒歩2分。地下鉄鶴舞線

　　　　　「鶴舞公園」駅下車、徒歩1分。鶴舞交差点西北角の東海銀行隣り。

主催：ＮＰＯ連絡会／ＮＰＯセミナー実行委員会
内容：

· 対談　　　　　　　　　　　　　　　　13：30～15：45
　　　昇　秀樹：名城大学都市情報学部教授、自治体学会東海ブロック会議代表。

　　　丸山　優：日本福祉大学経済学部教授、同経済学科長。　

司会：武長脩行：椙山女学園大学生活科学部教授、ＮＰＯセミナー講師。

· ＮＰＯ申請に関する実務相談会　　　　16：00～17：00

　　　相談員：加藤歌子税理士、横江光代税理士、大西光夫ＮＰＯセミナー代表

●参加費：１，０００円

●お申し込みは、ＦＡＸでお願いします。

宛先：ＮＰＯ連絡会　ＦＡＸ　０５２－９３０―０７０１　Tel：052-930-0700

■ＮＰＯセミナーＰＡＲＴ２「ＮＰＯのための税務と会計セミナー」の報告書が出来ました。

●内容：「ＮＰＯ会計の基本。その心構え」　加藤歌子税理士
　　「複式簿記を学ぼう」　　　　　　　　　市原康行元大原簿記専門学校専任講師

　　「ＮＰＯにとっての収益委事業とは」　　田中亮太／古市雅典（税理士）

　　「ＮＰＯの税務と会計」　　　　　　　　望月宏秋税理士

*この報告書は、１９９８年11月30日に、ＮＰＯセミナー実行委員会によって開催された標記のセミナーの報告書です。ＮＰＯ法成立前のもので、発行が遅れたことを心よりお詫びします。基本的な知識としての役割は不変ですので、お役立て下さい。なお、市原康行さんは、今年4月に他界されました。ご冥福をお祈りします。

· 実費：５００円。　

なお、以上この二つの事業をもって、ＮＰＯセミナー実行委員会は終了解散します。賛助会員の皆様、ご支援ありがとうございました。

以上
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*この集会は、講師、事例発表者、また実行委員の「手弁当」と「まちづくり交流フォーラム」からの運営基金の拠出、学生ボランティアの応援などで行われたもので（自治体学会からは助成）、経費はおよそ100万円。しかも、運営基金はフォーラム会員の年会費などを積み上げたもので、まさに「ボランティア」のかたまり。「金」がからむと、とかく“変”になりがちな世間では、一つの選択方法ではある。とはいえ、ご無理、失礼・欠礼が多くなり、あまり“過ぎる”のは良くないに違いない。このあたりは来年に向けての大きな課題だが、フォーラムは既存の団体の負担や邪魔にならないようにとの配慮で財政規模を大きくしたり、資産を持つことを避け、三年間の活動をもって解散する予定でいるが、財政能力の形成はボランティア活動やＮＰＯ活動が必ず直面する一つの普遍的なテーマではある。いずれじっくりと腰をすえて取り組まなければならないと思っている。








